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（社）日本金属屋根協会　技術委員会

特 集

1.1　荷重算定のフローチャート（次頁参照）

1.2　立地環境･建物形状等

　積雪の状況は、その建物が立地する環境（海岸地域、
多雪地域等）及び建物の形状や屋根の部位（軒先、けら
ば）によって様々であり、荷重を設定する上で十分な
検討が求められます。

（1）雪比重（積雪の単位荷重）
　 　積雪の単位荷重は、積雪期間の長さ、地域の気象

条件などによって大きな差が生じます。建築基準
法では�0Ｎ/cm /㎡以上としていますが、この数値
を無条件に受入れるのではなく、建設地点の条件を
必ず検討する必要があります。多雪地域では、特定
行政庁が決めている場合がありますので、確認が必
要です。

（2）偏荷重（不均等荷重）
　 　屋根形状、風向き、日射方向などにより屋根上の

積雪量が不均等になります。

（3）雪庇･巻垂れ・氷柱
　 　軒出･はね出しなどの部位は片持ち梁として強度

を検討する必要がありますが、それに加えて雪庇や
巻垂れが発生しやすいので、充分な安全率を見込む
ようにします。

（4）落雪（衝撃荷重）
　 　下屋、庇、低層階屋根等への上層部屋根からの落

雪は、極めて大きな荷重を発生させます。このよう
な状況が懸念される形状の建物では、事前に積雪の
処理方法を決めておくことが重要です。

　上記のような現象が考えられる場所あるいは箇所
では、積雪荷重の割増を考慮すべきです。さらに建築
物の用途、耐用年数等を考慮して積雪荷重の割増･軽
減の検討も必要になります。また、といの軒先からの
出寸法も大きく取り過ぎないようにします。

屋根などの外装材は、積雪による荷重によって建築物の内部空間が損壊することを防止するという重要な役割を
担っています。この目的を果すには、耐積雪荷重設計において建築物にかかる積雪荷重の正確な算定と、それに対
する屋根･外壁の強度の検討が必要になります。
強度の検討は葺き材だけではなく、屋根･外壁を構成する様々な部品についても行うことはいうまでもありませ
ん。これにより適切な屋根･外壁材及び部品の選択を行ない、併せて十全な施工を行なうことにより被害が防止さ
れることになります。

　当協会技術委員会で発行した『金属屋根の性能確認』の第1章　積雪荷重において、金属屋根における積雪荷重
並びに強度検討についての考え方を取りまとめました。その後近年の積雪状況とそれに伴う屋根の被害事例など
を踏まえて、その内容を補正したもので、その概要を再度紹介します（2006年11月号に収録）。なお全文は、当
協会発行のCD-ROM『屋根を調べる』にPDFファイルで納めてあります。

積雪荷重に関する考え方
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1.3　積雪荷重の算出

　建築基準法による積雪荷重の算出は次式によりま
す。

（1）垂直積雪量（ｄ）…令86条�項
　 　特定行政庁が建設省告示第1455号に基づき決め

ていますので、確認する必要があります。
　　＊�平成12年建設省告示第1455号（平成12年5月31日：多雪区

域を指定する基準及び垂直積雪量を定める基準）

　 　積雪量が1ｍを超える場合、雪下ろしをすれば、雪
下ろしの実況に応じてｄ＝１ｍまで減らして計算
が可能です（令86条6､7項。建物の出入口に表示が
必要となります）。
　〔多雪区域〕

　 　多雪区域は、特定行政庁が指定します。その基準
は次のいずれかです。

　　①　垂直積雪量が1ｍ以上の地域
　　②　積雪の初終間期間の平年値が�0日以上の区域

（2）積雪の単位荷重（ρ）…令86条�項
　 　積雪量1cmごとに�0N/㎡以上と定めら

れています。多雪区域では、特定行政庁
が別途決めている場合がありますので確
認の必要があります。

　　　＃雪下ろしの推奨
　　　 　最近の降雪状況を見ると、短期間に大量の降

雪があることに加えて積雪比重の増加（図1.4.�
参照）が指摘されていますので、当初の設計荷
重以下での不具合発生も十分考えられます。
したがって、雪下ろしを実施することが事故を
未然に防ぐためには有効です。

荷重算定のフローチャート

＃垂直積雪量・多雪区域の積雪の単位荷重は、特定行政庁の定めた数値を採用します。

　設計者などからデータの提供を受けてください。
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(4) 耐候性
TPOフィルムは、耐候性に優れ、メタルウェザー試験(強

い日差しや熱、雨などの過酷な自然条件を短時間で再現す
る促進試験) 2,100時間においても外観の変化は全くない。
メタルウェザー試験結果の外観を写真2に、またサンシャイ
ン・ウェザー・オ・メーター2,000時間の結果データを表2
に示す。
(5) リサイクル性
TPOフィルムは塩素等のハロゲン元素を全く含まず、リサ

イクルの際に有害なダイオキシンが発生しない。それぞれ
のフィルム種類ごとの構造式の比較を表2に示す。
(6) フィルム密着性
TPOフィルムの優れた耐透湿性、水蒸気の遮断により、ラ

ミネートプライマー層の劣化が少なく長期のフィルム密着
性が確保できる。従来のラミネート鋼板でしばしば起こる
フィルムの剥離現象がない。それぞれのフィルム種類ごと
の透湿性および密着性の比較を表2に示す。また井型エリク
セン試験結果の状況を参考として写真3に示す。
(7) めっきの曲げ加工性(展延性)

下地めっき鋼板には、GF(ガルファン)[ JIS G 3317 溶融亜
鉛-5%アルミニウム合金めっき] を採用しているため、めっき層
がやわらかく、曲げ加工においてもめっきの割れが生じにくい。
また、本年新たに開発したＪＦＥエコガルは現行ＪＦＥガル
ファンの耐久性を向上させたものであり、今後ＪＦＥエコ
ラミの下地めっき鋼板として使用することにより更に商品
のバージョンアップが可能になる。
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表2　フィルム種類による比較
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写真2　メタルウェザー試験結果の外観

試験前

メタルウェザー2,100時間後

変化なし

剥離 異常なし
写真3　参考:井型エリクセン試験結果
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写真3　参考:井型エリクセン試験結果

　　③　雪庇・巻垂れ・氷柱（Ｘ＝1.0〜2.0）

　　④　落雪（Ｘ＝10〜20）
　　　 　上部階屋根からの落雪は衝撃荷重として扱

います。

　　⑤　耐用年数、用途など（Ｘ＝0.8〜1.2）
　　　 　特別に考慮を加える場合があります。設計

者の指示･了解が必要です。

（3）屋根形状係数（μｂ）…令86条4項
　 　積雪荷重の低減係数で、雪止めがない場合は、次

式で計算した屋根形状係数を乗じて積雪荷重を軽
減することができます。なお、屋根形状係数も特定
行政庁が別途定めていることがありますので、注意
してください。

　 　雪止めがなく屋根の勾配（β）が60°を超える場
合は、積雪荷重を「０」とすることができます。

　　
ここで、　β：屋根の勾配（単位：度）

　 　屋根勾配からのμｂの算出は以下の式によりま
す。表1.4.1に代表的な屋根形状係数の数値を示し
ます。

　　
ここで、α/100：屋根勾配

（4）レベル係数（X）…［1.2］とする
　 　地域や立地の違いにより積雪の形態は変化する

ので、風向き･気温･雪質等により荷重を割増す場合
などに使う係数です。以下に目安を示します。本
書では、以下のような事例を総合的に考慮して、設
計者から特別の指示のない場合は、レベル係数を

［1.�］としています。

　　①　積雪の単位荷重（Ｘ＝1.0〜3.0以上）
　　　 　積雪の単位荷重は、下記のような諸条件によ

り�0Ｎ/㎡〜60N/㎡になることがあります。
　　　＃融雪･結氷を繰返す地域
　　　 　気温が氷点下以下に下がる地域断熱性が悪

く屋根の雪が室温によって融ける建物etc
　　　＃積雪量が多く根雪が圧雪状態になる地域
　　　＃雪下ろし等の作業により圧雪されるとき
　　②　不均等荷重（Ｘ＝1.0〜3.0）
　　　＃屋根形状、風向き等により
　　　　雪だまり、吹き溜まりとなる箇所
　　　＃屋根の断熱性が異なる場所

表 1　屋根勾配と屋根形状係数

　　　＃雪下ろしの不均等な場所
　　　＃ 屋根形状によっては、まれに流れ方向に対し

て｢横｣からの荷重がかかることがあります。

図 1　軒先の積雪状況の実測値（三晃金属工業実測値）
昭和 49年 3月宮城県仙北郡南外村付近　ρは比重　単位：㎜

図 2　不均等荷重
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（5）計算例
　　③　条件（設計図書より）

　　②　計　　算

　　　（a）μｂの算出

　表1.4.1より
　　　（b）積雪荷重の算出
　　　　　　積雪荷重（Ｓ）＝90×�0×0.95×1.�＝

�05�Ｎ/㎡

1.4　屋根材の強度計算

　算出した積雪荷重に対して、使用する屋根材及び接
合部品などが充分な耐力を有しているか否かを検討
します。屋根葺き材は、折板のように構造材として認
められているものと平板葺きのように認められてい
ないものがありますので、屋根の強度計算は二つに分
けて考える必要があります。

（1）折　　板
　 　折板の耐力性能は、JIS　A6514（金属製折板屋

根構成材：以下折板JISとする）に基づき実験によ
り確認され、製品別に各メーカーのカタログ等に
表記されています。詳しい内容については、JIS 
A6514、『鋼板製屋根構法標準』（SSR�007）を参照
ください。折板の強度計算には以下の方法があり
ます。

　 　折板屋根の強度検討において、最近、短期間での
大量の降雪や積雪比重の増加が指摘されているよ

うに、降雪状況がこれまでと大きく
異なっていますので、十分な設計荷
重を見込んでください。
　 

図 3　巻垂れ、氷柱など
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　併せて、近年、積雪地域において底幅の広い折板の
使用例が増えていますが、このような折板が積雪荷重

（正圧）により梁の位置で座屈する事例が報告されて
います。積雪地域において底幅の広い折板を使用す
る場合は、強度検討において、断面係数（Z）は、正圧、負
圧のうち小さい値を採用したほうが安全です（注）。
　 　また、折板の断面性能は、所定の形状が確保され

ていることが前提です。したがって成型精度の管
理を十分行う必要があります。特にはぜ部の精度
維持が重要です。

　　①　折板簡便法
　　　 　下記の条件下で折板耐力区分の許容荷重内

での使用が可能で、計算が不要です。
　　　〔条件〕　梁間：山高の�5倍以下
　　　　　　　　軒出：山高の5倍以下
　　②　折板通常法
　　　 　折板の断面性能を用いて、曲げモーメント及

びたわみの検討を行ない、それぞれが許容範囲
内であれば、使用が可能となります。

　　③　カタログ法（メーカーグラフ法）
　　　 　メーカーのカタログ等に記載されている強

度グラフ（正圧）を用いて梁間より強度を読み
取り、積雪荷重以上であれば使用可能となりま
す。

　　④　タイトフレーム強度の検討
　　　 　積雪荷重によってタイトフレームが変形や

座屈を起こすことがありますので、タイトフ
レームの強度検証を必ず行う必要があります。
また、設計条件（勾配、雪止めの有無）によって
は、側圧方向（流れ方向）の負荷も無視できませ
んので、側圧強度の検討を要する場合がありま
す。溶接許容荷重等が積雪荷重より生じる支
点反力以上であれば使用可能となります。

（2）平板葺き（折板以外の金属屋根）
　 　通常、野地板の上に施工される屋根葺き材の積雪

荷重（正圧）に対する強度は、下地（鉄骨等の躯体）が
負担するので、葺き材の検証は不要です。建築設計
者または構造設計者に確認してください。メーカー
仕様（下地を含めた複合屋根構造）のまま使用する
場合は、そのメーカーが仕様通りの試験体で実験を

行ない、強度結果を提示しているので、その数値で
強度を確認することができます。注）

　 　下地･接合部の強度（釘、木ねじ、タッピンネジ、垂
木等）は、SSR�007、メーカーデータ等を参考に検
証します。

　　〔注�〕試験データは、最終強度、破壊強度、許容強度
などと表記されています。その内容を誤らな
いよう利用する必要があります。

（3）と　　い
　 　雨といの強度については、エキスパンション部、

ジョイント部、縦といのつなぎ部など接合部の確認
を行なうのが一般的で、といの本体の強度計算は特
に必要ありません。むしろ、といが破壊することで
屋根やその他の部位に被害を及ぼさないようにす
る設計法が主流です。積雪に対する雨といの強度
設計（積雪荷重対策）では、雨といの取付金具の取付
間隔と軒といの取付位置がポイントになります。
また、軒先からの軒といの出寸法をとい幅の1/�程
度として、といに積雪荷重がかからないように施工
するのが一般的です。

（4）幕板（パラペット・鼻隠し）
　 　幕板本体は、外壁と同様に①メーカーデータ法②

通常法により検討してください。幕板の下地材の
強度については計算が可能です。

1.5　雪止め金具

　現在行なわれている屋根からの落雪防止対策には、
以下のような事例があります。
　落雪防止対策では、雪止め装置による方法が最も普
及しており､北海道などでは陸屋根（無落雪屋根）方式
も多数見られます。融雪法については設計法など基
本的な考え方が確立していないのが現状です。
　落雪対策では、完全に落雪を防止するのではなく、
少量ならば落雪させてもよい（少しずつ落雪させる）
との考え方をする地域もあります。このような場合
は、屋根面が段状になる横葺きが有利といえます。

（1）雪止め金具に対する考え方
　 　雪下ろし屋根とする場合は、雪止めを取付け、確
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実に雪を止めておく必要があります。雪止めは無
理な力がかからないようバランスよく取付けるこ
とがポイントです。

　　① 　力が集中しないよう屋根全体に分散して設
置する

　　②　軒先だけに取付けると屋根が傷みやすい
　　③ 　片寄って取付けると端部の雪止めに過大な

力が加わり、はぜなどを傷める
　　④ 　軒先と雪止めの間隔が広すぎると氷塊が落

下して危険である
　　⑤　軒出の部分には雪止めを取付けない

　 　また、雪止め装置は、屋根上に雪を一時的に止め
ておくものであり、落雪を完全に防止するものでは
ないことを認識しておくとともに、ユーザーに周知
する必要があります。

（2）静止摩擦係数
　 　屋根上に積雪している雪または氷のずり落ちの

荷重は、屋根葺き材との静止摩擦係数により決定さ
れます。一般的に鋼板と雪の場合の静止摩擦係数
はμ＝0.�〜0.�5とされています。しかし、温度（要
因としては一番大きい）等の条件により、雪（氷）と
屋根葺き材の間に必ず水が介在することになり、静
止摩擦係数は極端に小さくなります。

　 　このため、本書では静止摩擦係数をμ＝0.05とし
ています。また、屋根材に負担をかけないためには、
下図のような方法が望ましいといえます。

（3）雪止めの金具の取付間隔
　 　雪止め金具の取付け間隔を決める際には、積雪荷

重等について以下の注意が必要です。

　　①　垂直積雪量（ｄ）
　　　 　建物の形状・立地場所（風向き）により、特定

行政庁が決めた最深積雪量より大きくなる傾
向があり、注意が必要です。また、片流れ屋根、

表 2　屋根の落雪対策

切妻屋根などでは屋根上に堆積した雪が軒先
部分に徐々に集中する傾向にあり（巻きだれ）、
氷柱も発生する恐れがあります。

　　　 　したがって屋根材の軒先強度を検討するう
えで注意が必要です。特に折板屋根では、軒先
部の断面形状の崩れ（鉄骨の不陸、風による暴
れ等）や連続性の中断などにより、断面性能が
充分発揮されないことにも留意しなければな
りません。

　　　 　このため、積雪荷重の算定では安全を見た数
値を採用することをお薦めします。本書では、
建築基準法に基づいて算出した荷重に、レベル
係数として1.�を乗じることにしています。

　　②　雪の単位荷重（ρ）
　　　 　気象条件等により異常に大きく（50Ｎ/ｃｍ

/㎡以上）なるときがあります。注意してくだ
さい。

　　③　静止摩擦係数（μ）
　　　 　金属板と雪の場合の静止摩擦係数は、一般

図 4　線状雪止めの例
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的にはμ=0.�〜0.�5程度とされていますが、外
気温や雪質による変化、水の介在を考慮して

「0.05」とします。

（4）雪止め金具の取付間隔の計算
　　①　計算条件
　　　 　取付間隔を計算するには、以下のデータが必

要となります。

　　②　計算式
　　（a）屋根の流れ長さに必要な雪止め金具の数（Ｆ）

　　　　　

（小数点以下を切上げる）

　　（b）雪止め金具の取付間隔（Ｂ）

　　　　　

（5）計算例
　　①　計算条件

図5　雪止め金具の取付間隔
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　　②　計　算
　　　（a）積雪荷重　S＝d×ρ×X＝�50×�0×1.�＝

9000N 　　
＃雪止めがある場合は、μｂ（屋根形状係数）は適用できません。

　　　（b）屋根の全長（1�m）に加わる力
S’＝S×A×L＝9000×0.4×1�＝ 4�,�00N 　

　　　（c）流れ方向の力（勾配を加味）
P＝S’×sinβ＝4��00×sin5.7=4�90.61�189≒

4,�91N
＃sin5.7≒0.09932�����切上げ

　　　（d）摩擦力の検討
Pμ＝S’×μ×cosβ＝4�,�00×0.05×cos5.7＝�149,��00≒

�,149N  
#cos5.7≒0.995��������切捨て

　　　（e）雪が滑り落ちようとする力
Pnet＝P-Pμ＝4�91−�149＝�,14�N

　　　（f）必要な雪止め金具の数
F＝Pnet÷T＝�14�Ｎ÷1000N＝　�.14　個　切上げて⇒

　�個
　　　　　　1�ｍ間に ３　段 取付を必要とする。
　　　（g）取付間隔　Ｂ≦L÷F＝1�ｍ÷�＝4ｍ
　　　　　　取付ピッチ＝ 4000 ㎜以下

［注：折板強度と断面係数］
　一般的に積雪荷重のように上から
下への荷重を正荷重（正圧）といい、強
風時の屋根面の負圧など、下から上へ
の荷重を負荷重（負圧）と呼んでいま
す。
　折板強度は正荷重の場合、折板山側

（上底）が圧縮側になり、折板谷側（下
底）は引張側になります。逆に負荷重
の場合は、折板山側（上底）が引張側に
なり、折板谷側（下底）が圧縮側にな

ります。折板の断面形状が上下対称形状（例：88タイプ、
150タイプ）のものでは、正荷重強度も負荷重強度も同程度
になります。
　しかし、500タイプのはぜ折板のように谷部（下底）が山
部（上底）に比べ、かなり広い場合は、負荷重強度が正荷重
強度に比べ大きく低下します。これは谷部（下底）が広い
ため圧縮強度に弱いためです。
　折板の強度検証では通常、メーカー各社がカタログに記
載している断面性能値を使用して強度を検討しますが、こ
の断面性能値は、JIS A6514（金属製折板屋根構成材）に
準拠した試験で得られた数値です。JIS試験は単純梁試験
体で正圧及び負圧方向の試験を行い、断面性能もこの両者
をカタログに記載しています。
　実際の建築物での折板は単純梁形式であることは少な
く、ほとんどが多連続梁形式です。次図は等正圧荷重での
等スパン多連続梁形式のモーメント図の一例です。
　最大モーメントは第�梁位置で�.85kNmとなっています
が、ここで注意しなければならないことは、モーメントの
方向が負曲げ方向だということです。すなわち、正圧荷重
での検討でありながら、この部位の曲げ応力算定は、前述
の負圧方向試験で得た断面係数（Z）を用いることになり
ます（たわみ量算定は、正圧荷重の場合、正圧方向試験で得
た断面二次モーメント（I）を使用します）。
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　このため、上下対称形状の折板の場合は、正負の断面性
能に差がありませんから、正圧方向の断面性能値を用いて
計算してもかまいませんが、底幅の広い折板の場合、断面
係数（Z）は負圧方向の数値（小さい数値）を採用したほう
が安全サイドとなります。
　特に最近は、短期間での大量の降雪や積雪比重の増加が
指摘されているように、降雪状況がこれまでと大きく異
なっていますので、より安全を考えた場合、上記の措置を
お取りください。

［参考：梁のたわみと折板強度］
　折板屋根の強度検証では通常、｢支持点の移動はないこ
と｣を前提とし、強度検討書等では、あえて表現していない
のが実情です。しかしながら、下地鉄骨のたわみが｢0｣と
いうことはなく、折板同様に許容たわみ範囲内の変形は認
められています。
　折板強度に対しては、梁のたわみ量も影響を与えます。
例えば、同じ荷重を受けても大梁と小梁ではたわみ量が異
なります。積雪による折板屋根の座屈事例を検証したと
ころ、除雪後も梁に残留歪が生じていて、小梁のたわみ量
が大梁のそれに比べて著しく大きくなっている例が報告
されています。
　通常折板強度の検証に際して積雪荷重は、概ね次の積雪
状態を仮定して採用します。
　　*等分布積雪状態
　　*吹き溜まり積雪状態
　　*軒先の雪庇と巻き垂れ状態
　しかし、過去の損傷事例において、到底損傷が生じるは
ずのない等分布荷重の積雪量（設計荷重以下）で、折板支持
端（タイトフレーム部）の直上列近くで座屈損傷が生じて
いる現象が数多く見られます。この理由として、折板に対
して前提とした積雪荷重だけでなく、下地鉄骨の｢隣接す
る梁や母屋間で生じるたわみ量差｣が集中荷重に変換し、
付加された状態が生じていたと考えられます（右図）

（この項終わり）


